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２０１６年 ２月 ８日

（一財）全国地域情報化推進協会

武藤 俊一

「地方公共団体間での防災情報共有」
～自治体間における防災情報共有の標準化を目指して～

防災非常通信セミナー
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◆（一財）全国地域情報化推進協会（APPLIC）の紹介

◆地域情報プラットフォームとは何であり、
防災業務適用に向けてどこまできているのか

◆防災業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾕﾆｯﾄ標準仕様
・地防災情報共有ユニット

◆ Ｇ空間を活用した防災と自治体業務連携について
・避難行動要支援者名簿管理ユニット
・被災者台帳管理ユニット

◆地域情報プラットフォームの防災適用事例

アジェンダ
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（一財）全国地域情報化推進協会（ＡＰＰＬＩＣ）

のご紹介
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APPLICの活動理念、特徴
 活動理念

◆官民一体となって地域情報化施策の総合的な推進を図り、多彩なＩＣＴ
利活用による高付加価値ＩＣＴサービスを享受できる地域社会の構築
を目指す

 特徴

◆自治体と民間企業によるオープンな共同作業

◆国の施策との有機的な連携

 活動概要

地方公共団体の情報システムの抜本的改革

地域における多数の情報システムをオープンに連携させる基盤の構築

公共アプリケーション（防災、医療、教育等）の整備促進

普及促進のための、人材育成、専門家の派遣、セミナー等の開催

公共ネットワークの更なる整備や相互接続の促進

ＩＣＴ利活用の促進とそのための環境整備

The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication



APPLICの組織

・事業計画等の報告

・諮問事項の議決

地域情報プラットフォームや
全国公共アプリケーションの仕様の管理、
普及促進を個別に検討する組織

評議員会 理事会

会員総会

・重要事項

の決定

【会長・副会長】 （五十音順・敬称略）

会 長 山村 雅之（東日本電信電話(株) 代表取締役社長）
副会長 飯泉 嘉門（徳島県知事）
副会長 遠藤 信博（日本電気（株）代表取締役 執行社員社長）

【理事・監事】
理事長 有冨寛一郎（(一財)全国地域情報化推進協会理事長）
理 事 青木 隆典（(一社)日本民間放送連盟 事務局長）
理 事 清原 慶子（三鷹市長）
理 事 黒田 敏秋（西日本電信電話㈱ﾋﾞｼﾞﾈｽ営業本部ｸﾗｳﾄﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ部長）
理 事 小林 豊幸（ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)第三営業本部 副本部長）

理 事 齊藤 忠夫（東京大学名誉教授）
理 事 志村 光昭（東日本電信電話(株)ﾋﾞｼﾞﾈｽ&ｵﾌｨｽ営業推進本部公共営業部長）
理 事 砂田 敬之（富士通（株）行政システム事業本部本部長）
理 事 高橋 伸明 (株)日立製作所 公共ｼｽﾃﾑ営業統括本部第３営業本部長）
理 事 武田 雅哉（(一社)全国地域情報産業団体連合会事務局長）
理 事 久野 剛史（日本電気(株) ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ統括ﾕﾆｯﾄ 政策渉外部長）
理 事 平湯 大洋（ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ(株)ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ

公共ｼｽﾃﾑ本部公共推進室長）
理 事 水野 善隆（(一社)日本ケーブルテレビ連盟 理事・事務局長）
理 事 元橋 圭哉（日本放送協会 経営企画室 専任部長）
監 事 浅見 哲 （東京税理士麴町支部支部長）
監 事 井上 伸雄（多摩大学名誉教授）

①特別会員

協会の趣旨に賛同する地方公共団体及び地方公共団体が

組織する全国的団体、並びに学識経験者 ＜特典＞
・委員会への参加
・各種セミナーへのご優待

②普通会員

協会の趣旨に賛同する者のうち１口50万円以上の
年会費を負担する者

③賛助会員

協会の趣旨に賛同する者のうち１口5万円以上の

年会費を負担する者

＜特典＞
・各委員会の情報提供
・各種セミナーのご案内

技術専門委員会

アプリケーション委員会

普及促進委員会

ICT地域イノベーション委員会

【会員】

会長・副会長
・顧問

運営委員会

委員会

4

会員数 ７８９

特別 :544

普通 106

賛助 139

（H28.1現在）
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地域情報プラットフォームとは何であり、
防災業務適用に向けてどこまできているのか
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平成23年3月11日 東日本大震災（大槌町）
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平成26年8月 広島市豪雨災害土砂災害
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平成27年9月11日 関東東北豪雨 鬼怒川決壊（茨城県常総市）
不明２２人に 栃木・宮城で計３人死亡

全体 死者 ８人 重軽傷者 ４９人
全半壊 36棟 床上浸水 7,280棟 床下浸水 12,035棟
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（１）住民生活の情報化
・住民の利便性向上（ワンストップサービスの実現等）
・教育、防災、医療サービスの充実

（２）行政の情報化（行財政改革）
・ＩＴ経費の削減（システム全体最適化、マルチベンダ化）
・庁内事務の効率化、業務改善（ＢＰＲ）

（３）地域社会の情報化
・地域のＩＴ産業の活性化を通じた産業振興
・地域コミュニケーション（人と人との触れ合い）の活性化

地域情報化に関する現状の課題

地域情報化に関する現状の課題と地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

による課題解決

これまでの組織間の
縦割り的システム構築

業務サービス間の容易な連携や
情報の共有化を実現するための

標準的な仕組み（約束事）が
有効

・地域情報化に関する現状の課題を解決するために、システム構築に関する約束事
（ルール）を決めておきましょう。それが地域情報プラットフォームです。
・自治体やベンダは、その約束事（ルール）に沿ってシステム構築を実施することで、
課題解決の容易性を向上できます。

ポイント！
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自治体業務システム（２６ユニット）

番号法の成立→ 情報連携による業務効率化、サービス向上の必要性
（災害対策分野も情報連携対象業務）

被災地域における被災者ケアへのICT活用ニーズ

改正災害対策基本法施行（平成25年10月）
避難行動要支援者名簿、被災者台帳の制度化

Ｇ空間×ICTの推進

Ａ
市

サービス
基盤

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

住
民
基
本
台
帳

シ
ス
テ
ム

個
人
住
民
税

シ
ス
テ
ム

国
民
健
康
保
険

シ
ス
テ
ム

ワンストップサービスが可能（今後、標準仕様を
採用した他の地方公共団体等も含めたワンストッ
プ化も可能） → 住民の利便性が向上

複数のベンダーが調達に参加できるよう
になり、ベンダー間の競争環境が確保。
→ コスト削減

業
務
や
技
術
を
標
準
化

システム間の連携（業務処理の連携、データ共有）が可能。 → 業務が効率化

・地域情報プラットフォームでは、自治体業務システムとＧＩＳ、防災情報システムを連携させることを目指しています。

Ｌアラートとの連携
についても検討

自治体業務システムと
ＧＩＳ、防災情報システム
の情報連携を実現する
ため、これまでの標準仕
様を改定（機能拡張）

Ｇ
Ｉ
Ｓ

防
災

地域情報プラットフォームを活用したGIS-防災・業務連携の検討について
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自治体業務連携

近隣市町村都道府県国

避難場所等の

救済情報の
迅速化

育児情報が
欲しい

健康支援ポータルサービス

Ａ自治体

Ｂ自治体

診療所

薬局

健康情報
活用基盤

病院

利用者

防災情報収集・共有

連
携

子育てポータルサービス

自治体

利用者

病院

子育て
ポータル

業務アプリインタフェースの
標準化

地域情報プラットフォーム

防災情報標準化

◎◎課

地域情報プラットフォーム

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

サービス基盤

□□課 ○○課

△△課

自治体クラウド

社会保障
カード等

地域住民の健康情報の一部を集約・提供する、
生活に不可欠なサービス

子育て情報や手続を一元化環境を構築

システム仕様の
標準化

連
携

□□課の情報と連携

６５歳以上の住民の分布を
地図で見たい！

職
員
ポ
ー
タ
ル

住
民
基
本
台
帳

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険

Ｇ
Ｉ
Ｓ

学校

保育施設

地域情報プラットフォーム導入イメージ

住民の利便性の向上（地域・団体を越えたワンストップサービスの実現）

業務の効率化（業務処理の連携、データ共有）

さらに、ＧＩＳ共通サービスを導入することでサービスの価値を高めることが可能になります。
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420.3

326.7

0 100 200 300 400 500

未稼働

(N=1165)

稼働済み

（N=577）

（円/1人）

28.6%

削減 地プラ

A社の住基シス
テム

B社の税務シス
テム

地プラ準拠製品は組み合わせ自由。
だからコスト削減ができるのです。

C社の福祉シス
テム

地プラとは、住民の利便性向上と行政の効率化を
同時に実現する仕組みです。

地プラは全国約１，５００の自治体で
既に利用されています。
特に自治体クラウドに取り組んでいる全
ての自治体では、地プラが採用されてい
ます。

どんな
メリットが
あるの？

どれくらい使わ
れているの？

地プラっ
て何です

か？

地方自治情報管理概要を基に作成

地プラ稼働自治体と非稼働自治体における保守経費の比較

地プラの導入状況にかかる自治体アンケート調査（2013年12月）を基に作成

地プラ導入自治体数

0 500 1,000 1,500

全体

住基

地方税

福祉

1,570
（90％）

1,446
（83％）

1,406
（81％）

1,549
（89％）

（）内は全国1,742市区町村を母数とした割合

・地域情報プラットフォーム（地プラ）は、平成１７年度から自治体とベンダーの共同作業により標準仕様の策定と導入
を進めてきました。
・全国約１，５００の自治体で既に利用されており、情報連携のデファクトスタンダードになっています。

地域情報プラットフォームの普及状況
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地域情報プラットフォーム（基幹系業務システム）の普及状況

地プラの導入状況にかかる自治体アンケート調査（2013年12月）を元に作成

数値は各年４／１現在

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

登録企業数 11 24 36 45 63 73 78

準拠ユニット
製品総数

50 115 269 429 629 769 887
(N=1165)

(N=577)

(円/一人)

地プラ稼働自治体と非稼働自治体における保守経費の比較

２８．６％
削減

0

100
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

50
115

269

429

629

769

887

地域情報プラットフォーム準拠登録製品
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例えると･･･

地域情報プラットフォームは、何を約束事として決める・・・

携帯電話をスマートフォンに買い替えたとします。
まず、何をしますか？

電話帳の移行

ポイント！
そのためにする事

①電話帳の移行 データについての「約束事」
・氏名、電話番号、メールアドレス、住所等移行するデータ項目を決める

② 赤外線通信で送信 連携に必要な技術的な「約束事」
・データ連携するために通信方法とデータ形式を決める

赤外線通信で送信
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防災業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾕﾆｯﾄ標準仕様
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防災業務アプリケーションユニットの活用イメージ（将来像）

情報

災害
画像

情報提供

関係機関近隣市町村・消防国 都道府県 民間（ＮＰＯ等）

情報収集・共有の強化

モバイル端末 災害映像

問合せへの
迅速な回答

的確な救済活動の実現

迅速な意思決定

迅速・的確な救済活動
現場との情報共有

行政間の
協力連携
の早期確立

迅速・的確な
救命・消火・
ﾚｽｷｭｰ活動

迅速な支援活動

住民サポートの向上

避難場所等の
救済情報の
迅速化 迅速・的確な救済活動

的確・迅速な
意思決定

災害現場、他地域への正確、
ﾀｲﾑﾘｰ、必要十分な情報の提供
安否情報、被災情報、救援情報 等

災害現場の正確、ﾀｲﾑﾘｰな情報収集
被災情報、救済情報 等

連携 連携 連携 連携

公共ネットワーク（有線・無線・Wi-Fi）

災害現場への正確、ﾀｲﾑﾘｰな
情報の提供と収集
被災情報、救援情報、安否情報 等

正確な情報
の把握

Lアラート

G空間防災
ｼｽﾃﾑ

街頭での
情報提供

地域情報プラットフォーム

アプリケーション機能の標準化

防災情報の標準化
（データ項目、通信仕様）

Ｊアラートデータ構造の標準化
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地域情報プラットフォーム標準仕様体系における位置づけ

17

業務モデル標準業務モデル標準 サービス協調技術標準サービス協調技術標準

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連携に必要な
業務アプリケーションユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
防災業務アプリケーションユニット標準仕様
教育情報アプリケーションユニット標準仕様
健康情報業務アプリケーションユニット標準仕様※

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連携に必要な
業務アプリケーションユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
防災業務アプリケーションユニット標準仕様
教育情報アプリケーションユニット標準仕様
健康情報業務アプリケーションユニット標準仕様※

仕様に準拠したサービス基盤および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項をとりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

仕様に準拠したサービス基盤および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項をとりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

サービス連携を支える基盤アプリの諸要件・プロトコ
ル等を取り決めた仕様

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

サービス連携を支える基盤アプリの諸要件・プロトコ
ル等を取り決めた仕様

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

各種システム製品等の地域情報プラットフォーム準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

各種システム製品等の地域情報プラットフォーム準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

地域情報プラットフォームガイドライン 技術解説 要約
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業務モデル標準業務モデル標準 サービス協調技術標準サービス協調技術標準

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連携に必要な
業務アプリケーションユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
防災業務アプリケーションユニット標準仕様
教育情報アプリケーションユニット標準仕様
健康情報業務アプリケーションユニット標準仕様※

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連携に必要な
業務アプリケーションユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
防災業務アプリケーションユニット標準仕様
教育情報アプリケーションユニット標準仕様
健康情報業務アプリケーションユニット標準仕様※

仕様に準拠したサービス基盤および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項をとりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン
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地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

地域情報プラットフォーム基本説明書
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地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

地域情報プラットフォームガイドライン 技術解説 要約
地域情報プラットフォームにおけるＧＩＳ共通サービス基本提案書
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防災業務アプリケーションユニット標準仕様の策定経緯

18

災害対策業務で流通している防災情報を共有/連携するために必要とされる技術面、運
用・管理面で最低限定義すべき項目を検討の上、「防災業務アプリケーションユニット標準
仕様」を策定した。

＜標準仕様策定における基本方針＞
標準データを策定するにあたり、以下の２点を基本方針とした。

２）既に世の中に存在する防災情報共有を目的としたデータ標準を参考にし、互換性または親
和性の確保を目指す。（ダブルスタンダード提唱の回避）

１）APPLIC技術専門委員会が提唱する地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠する。

＜防災分野における業務ユニットの策定方針＞

気象・観測情報管理

市町村防災業務

都道府県防災業務

防災情報共有業務ユニット

防災業務アプリケーションユニット

平成２０年度に正式版（V1.0）をリリース
平成２６年度にV1.2に更新

自治体の防災関連業務のうち、自治体間の防
災情報共有に関する部分を「防災情報共有業務
ユニット」として検討・策定した。
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防災情報共有業務ユニットの検討範囲

19

■防災情報共有業務ユニットでは、自治体内・自治体間および国の機関の業務（G to G）を対象として
いる。

被災
市町村

被災
都道府県

国

ライフ
ライン

市町村 都道府県

警察

消防

国民・ボランティア・被災住民 等

報道機関

自衛隊

GtoGTo公的機関・ライフライン

To住民 GtoC

共有・連携検討範囲
＝防災情報共有業務
ユニットの範囲
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防災情報共有業務ユニットの検討対象（イメージ）

20

国

都
道
府
県

市
町
村

住
民

団体内連携 防災データ連携団体間連携

緊急通報普及啓発

内閣府

国土
交通省

気象庁

厚生
労働省

総務省
（消防庁）

危機管理・
防災対策課河川課 道路課

港湾課砂防課

学校・避難所 自主防災組織避難勧告

総務課

土木課 市民課

消防本部
等

A県

C市 D町

B県

E村 F市

内閣府

国土
交通省

気象庁

厚生
労働省

総務省
（消防庁）

F市

B県

情報
政策課

情報
政策課

防災情報共有業務ユニット

防災情報アプリケーション

地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

防災情報アプリケーション

防災情報共有業務ユニット

防災情報共有業務ユニット

防災情報アプリケーション

地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

防災情報アプリケーション

防災情報共有業務ユニット

連携

連携

連携

連携

各省庁
情報
PF

各省庁
情報
PF

各省庁
情報
PF

・・・

連携 連携

●防災情報共有業務ユニット

防災情報アプリケーションに格納されているデータを、地域情報プラッ
トフォームを介して、団体間及び団体内で共有するための業務ユニット。
共有の際のデータ項目、データ構造については、「防災業務アプリケー
ションユニット標準仕様」で規定。

本SWGの
検討範囲

＜標準仕様で定めるデータ項目＞
・災害状況 ・災害概況即報 ・被害状況_付加情報 ・被害状況_詳細情報
・避難勧告_指示情報 ・避難所情報 ・避難者情報 ・災害対応活動情報
・配備体制情報 ・通行規制情報 ・通行規制情報 ・水防活動情報
・自治体基礎情報 ・物資_資機材備蓄情報 ・道路被害情報 ・橋梁被害情報
・映像情報

危機管理・
防災対策課
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業務モデル標準業務モデル標準 サービス協調技術標準サービス協調技術標準

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連携に必要な
業務アプリケーションユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
防災業務アプリケーションユニット標準仕様
教育情報アプリケーションユニット標準仕様
健康情報業務アプリケーションユニット標準仕様※

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連携に必要な
業務アプリケーションユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
防災業務アプリケーションユニット標準仕様
教育情報アプリケーションユニット標準仕様
健康情報業務アプリケーションユニット標準仕様※

仕様に準拠したサービス基盤および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項をとりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

仕様に準拠したサービス基盤および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項をとりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

サービス連携を支える基盤アプリの諸要件・プロトコ
ル等を取り決めた仕様

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

サービス連携を支える基盤アプリの諸要件・プロトコ
ル等を取り決めた仕様

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

各種システム製品等の地域情報プラットフォーム準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

各種システム製品等の地域情報プラットフォーム準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

地域情報プラットフォームガイドライン 技術解説 要約
地域情報プラットフォームにおけるＧＩＳ共通サービス基本提案書

地域情報プラットフォームガイドライン 技術解説 要約
地域情報プラットフォームにおけるＧＩＳ共通サービス基本提案書
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仕様に準拠したサービス基盤および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項をとりまとめたもの（指針）
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※ 今後、標準仕様体系に取り込み予定

防災業務アプリケーションユニット
標準仕様Ｖ１．２

①業務ユニット概要説明
②業務ユニット番号
③機能一覧
④機能構成図（ＤＭＭ）
⑤機能情報関連図（ＤＦＤ）
⑥データ一覧
⑦インタフェース一覧
⑧ＸＭＬスキーマ
⑨ＷＳＤＬ定義
⑩コード辞書
（注）下記は、自治体業務アプリケー
ションユニットと共通
・標準仕様の読み方と準拠事項
・項目セット辞書
・宛名管理サービス定義（例）
・補足事項

防災業務アプリケーションユニット標準仕様の構成

防災業務アプリケーションユニット標準仕様は以下のような構成となっている。
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情報共有ユニットで取り扱うデータの対象範囲

22（注）「本標準仕様」では、異なる団体間で共有・連携するための情報を業務の観点から抽出・定義しているため、庁内での情報共有を前提とした情報項目は標準
化の「対象外」としている。

警戒期 緊急対策期 応急対策期 復旧・復興期

・注意報・警報情報発令
・土砂災害警戒情報発令
・河川水位、雨量情報の把握
・職員召集
・配備体制確立
・災害前の前兆現象の把握
・住民への情報提供
・避難所開設・災害支援の
シミュレーション
・要援護者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ準備

・震度情報発令
・津波情報発令
・災害概況即報の収集・把握
・被害状況即報の収集・把握
・避難勧告・指示発令
・避難所開設、避難誘導
・安否確認
・道路被害状況の把握
・橋梁被害状況の把握
・被災者支援業務の準備

・災害対応活動と対応状況情報
収集
・通行規制情報の収集・提供
・水防活動と対応状況情報収集
・物資・資機材備蓄状況の把握
と住民への供給

配備体制情報

避難勧告_指示情報

避難所情報

道路被害情報／橋梁被害情報

災害概況即報／被害状況即報／被害状況詳細情報／被害状況付加情報

災害対応活動情報／水防活動情報

通行規制情報

物資_資機材備蓄情報
情

報

災
害
時
の
対
応
内
容

情報発信団体

警察

災害情報

避難者情報

自治体基礎情報／映像情報

都道府県/市町村

避難場所情報

・復旧・復興計画の策定
・復旧・復興状況の把握



Page 23Copyright 2015, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication

NO データ項目名 項目説明

1 災害情報 災害発生時に命名する災害名。通常、災害情報は災害名に紐付く形で管理される

2 災害概況即報 消防庁第4号様式（その１）の情報。災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段階で被害状況が十
分に把握できていない場合（例えば、地震等の第一報で、死傷者の有無、火災、津波の発生の有無等を報告する場合）に本様式に情報を記
入し報告を行う

3 被害状況即報 消防庁第4号様式（その２）の情報。災害の被害状況及び応急措置の実施措置の実施状況等を取り纏め、報告を行う

4 被害状況_付加情報 消防庁第4号様式で扱っていない被害情報項目を付加情報として整理

5 被害状況_詳細情報 被害情報の１事案に関する詳細情報。人的被害情報であれば、いつ、どこで、誰が、どのような被害を受けているか・・等

6 避難勧告_指示情報 住民へ甚大な被害が及ぶと想定される場合に、市町村が住民に対して避難所や避難場所へ避難するよう勧告または指示を行った情報

7 避難所情報 避難所の運営状況に関する情報。避難所の名称、被害状況、開設の可否、閉鎖状況、避難者数等

8 避難者情報 避難所へ避難している住民に関する情報。避難者名、怪我の有無等避難者個々の状態、避難/退所状況等
（注）本情報は、個人情報を含むため、共有サーバ等での不特定な団体間での共有対象とはせず、情報の取扱について協定を締結した団体
間での個別通信でのみ参照可能な情報と想定する

9 災害対応活動情報 災害対応活動に関する情報。例えば、発生した被害に対する対応/処置状況に関する情報等

10 配備体制情報 地域防災計画に基づき、災害が発生し、または災害が発生する恐れがある場合において、防災活動を推進するために必要がある時に、各
団体にて定められている基準に基づき配備体制を敷く際の配備体制名に関する情報

11 通行規制情報 各種道路の規制状況に関する情報

12 水防活動情報 洪水や高潮等の恐れがある時にその現場へ出動し、氾濫等による被害拡大を防止するために対応/処置する水防活動に関する活動報告

13 自治体基礎情報 災害対応時に使用する可能性が高い公共施設（自治体管理対象）の情報。

14 物資_資機材備蓄情報 平常時より管理・備蓄している物資数、資機材数に関する情報

15 道路被害情報 道路に関する被害情報

16 橋梁被害情報 橋梁に関する被害情報

17 映像情報 各団体における定点カメラ映像や公共施設管理のカメラ映像等に関する情報

18 避難場所情報 緊急時の避難場所として指定される避難場所に関する情報。避難場所の名称、住所等。

防災業務アプリケーションユニット標準仕様のデータ一覧

防災業務アプリケーションユニット標準仕様は、大きく以下の18個のデータ項目から成り立っている。

23
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データ項目の一例

NO

データ項目名 キー データ型 桁数

コード 出現回数 外
字
使
用

連
番

N
O

ＣＤ コード名 最小 最大

01 1 災害情報 1 1

2 災害識別情報 ○ X 20 1 1

3 災害名 ○ N 40 1 1

4 都道府県 ○ N 12 1 1

5 市町村_消防本部名 ○ N 12 1 1

6 災害区分 ○ X 2 ○ 災害区分 1 1

7 発生日時 ○ 日付時間情報 1 1

8 終結日時 ○ 日付時間情報 0 1

9 登録日時 日付時間情報 0 1

10 更新日時 日付時間情報 0 1

11 発生場所 N 100 0 1 ○

12 災害概要 N 4000 0 1

13 備考 N 4000 0 1

例：災害情報

⇒ これらのデータ項目に対応する形で、インタフェース（業務1-9）、XMLスキーマ（業務1-10）、
WSDL（業務1-11）が定義される。

さらに各データ項目は詳細なデータ項目で構成されている。

24
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データ共有・連携のイメージ

25

システムで
扱う
データ

内部処理系データ（他システムや他団体と共有・連携することを想定していないデータ）

共有・連携データ（防災業務アプリケーションユニット標準仕様にて定義しているデータ）

住民基本台帳
アプリケーション

さらに、地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠したデータであれば、自治体基幹系システムで扱っている
データも共有・連携することが可能となる。（ex 住民基本台帳データ等）

防災情報アプリケーションＢ
（ex.隣接自治体の防災情報システム）

防災情報アプリケーションＡ
（ex.自団体の防災情報システム）

XML形式

SOAP通信SOAP通信

プラットフォーム通信標準仕様に準拠

隣接自治体に避難
している住民の安否も
一覧形式で確認可能

住民リスト形式での
選択（クリック）入力が
可能となり、入力作業の
迅速化が見込める

防災情報共有ユニットＢ 防災情報共有ユニットＡ

Ex 避難者情報

XML形式

Ex 住基情報（氏名、
生年月日、続柄 等）

地域情報
プラットフォーム

防災情報システムから
共有するデータを抽出
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防災情報共有（およびシステム化）で期待できる効果

26

【よりキメ細かく正確な情報共有による状況判断の適切性向上】

◆情報システムの活用により「統計情報の算出」「報告資料の作成」「照会への迅速な対応」等、

作業の効率化（小人数での対応）が可能になる。

◆さらに自治体内で、住民基本台帳をはじめとする業務システムと連携させることで、大規模

災害時に大量発生する「被災住民対応（手続き等）」の迅速な処理が可能になる。

その結果

災害支援を行う団体の「適切」「迅速」な判断を得られる効果への期待

災害時にも継続可能な「住民サービス」の実現

◆時々刻々と変化する最新情報を共有できる環境を整えることで、被災自治体の職員の負荷

（照会への対応）を過度に上げることなく、多くの関係機関で被災現場の正確な状況を確認・

把握することが可能になる。

◆自治体が支援要請等を行う際に、文字情報に加えて映像・画像等の情報を付与することで、

正確（客観的）な被害状況や規模を迅速に伝達することが可能になる。

【情報システムの活用による業務の効率化】
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G空間を活用した防災と自治体業務連携について
～被災者台帳、避難行動要支援者名簿～

～被災者台帳、避難行動要支援者名簿
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新防災業務ユニット（検討中）

「避難行動要支援者名簿」「被災者台帳」は防災業務アプリケーションユニット標準仕様の新ユニット
として位置付ける。平成27年度はドラフト版として一部ドキュメントを公開し、平成28年度に正式
ユニット化する。

防災業務アプリケーションユニット標準仕様

AB01  防災情報共有

AB11  避難行動要支援者名簿管理

AB12  被災者台帳管理

H27年度
Ver. 1.2

H27年度
Ver. 0.9

（ドラフト版）

H27年度
Ver. 0.9

（ドラフト版）

H27年度
Ver. 1.2

平成27年度作成ドキュメント（ドラフト版）
１．業務ユニット概要説明書 ２．業務ユニット番号一覧 ３．機能一覧 ４．機能構成図（ＤＭＭ）
５．機能情報関連図（ＤＦＤ） ７．データ一覧（内閣府検討を待って３月以降に一部変更予定）
インタフェース仕様書などの他ドキュメントは、自治体業務アプリケーションユニットとの整合性を検討し、H28上期を目標に
作成予定
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「Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議」の開催について
★ Ｇ空間社会の実現について、これまでの政府の取組を基盤としつつ、急速に発展するＩＣＴをかけあわせることにより、加速。
★ 新たなサービスや防災・地域活性化などに関する「Ｇ空間×ＩＣＴ」実証プロジェクトを推進。

・ 平成19年「地理空間情報活用推進基本法
」成立。
・ 平成20年、第一期「地理空間情報活用推
進基本計画」、平成24年、第二期計画を閣
議決定。

これまでの経緯

ＩＣＴ環境の変化

・ ビッグデータ利活用技術の進歩
-平成24年関連市場規模197億円(前年比38.2％増)

・ ワイヤレスブロードバンド環境の整備
- 平成23年度のスマートフォン国内出荷台数
2,417万台。（全出荷台数の56.6％）
- 3G普及率 97.2％（平成22年）
- 家庭内無線LAN普及率 39.3％（平成23年）
- LTE契約者数 900万契約（ＮＴＴドコモ）
（平成25年1月）

・ ソーシャルメディアの普及
- ソーシャルメディア利用率53.3%（平成23年末）

・ 地図や位置情報アプリの普及
- スマートフォン所有者の地域情報検索率90％
（平成24年1月～3月）

・ オープンデータ流通環境の整備
- 平成24年、「電子行政オープンデータ戦略」
（ＩＴ推進本部決定）

＋

Ｇ空間×ＩＣＴの
利活用イメージ

防災・地域活性化
【命をまもる、便利な暮らしをつくる、

みんなの安心をまもる】

○Ｇ空間情報の活用による防災・減災

○Ｇ空間情報の活用による地域活性化

○Ｇ空間×ＩＣＴビジネスモデルの検討

○Ｇ空間情報を活用したＩＣＴﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｻｰﾋﾞｽの振興

○Ｇ空間情報を活用したシステムの海外展開

○Ｇ空間情報の活用による行政の効率化・高度化

新産業・サービスの創出
【元気をつくる、国の仕組みをつくる】

実現に向けた取組
政府全体の動き

・ 平成22年、準天頂衛星初号機打ち上げ。
・ 「2010年代後半を目途にまずは４機体制
を整備」予定。

準天頂衛星の整備

経済の再生、防災・復興、
暮らしの再生、地域活性化 等

我が国の課題

「Ｇ空間×ＩＣＴ」の
当面の利活用イメージ

○2015年、2020年の「Ｇ空間×
ＩＣＴ」社会の未来像

○「Ｇ空間×ＩＣＴ」社会の実
現による社会・生活へのインパ
クトやベネフィット

○「Ｇ空間×ＩＣＴ」社会の実
現により拡大する市場規模

「Ｇ空間×ＩＣＴ」の
将来の利活用イメージ

Ｇ空間情報を利活用して、早期
に実現することが可能なサービ
ス等

＋

「Ｇ空間×ＩＣＴ」実証プロジェクトの推進
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 地域情報プラットフォーム上の各業務システムからの要求に応じて、地理空間デ
ータを用いた共通的な処理を行う業務ユニットとしてGISユニットを定義。

統合型GISで整備される共用空間データを行政情報システムで利活用するため
のシステム基盤となる。

業務ユニット業務ユニット

バック系業務ユニットバック系業務ユニット

住
民
基
本
台
帳

個
人
住
民
税

介
護
保
険

フロント系業務ユニットフロント系業務ユニット

電
子
申
請

電
子
調
達

共通系業務
ユニット

共通系業務
ユニット

住
登
外
管
理

PF通信機能PF通信機能

BPM機能BPM機能

PF共通機能PF共通機能

SOAP セキュリティ 高信頼性通信

プロセス制御 メッセージ交換パターン

ユーティリティ 認証・認可

統合DB機能

業務ユニット間インタフェース業務ユニット間インタフェース

Ｇ
Ｉ
Ｓ

モニタリング

SS EESS EE

＜Ａ自治体＞

サービス基盤

 

地域ポータル地域ポータル

サービス基盤サービス基盤

＜ポータル事業者＞

民間業務アプリ民間業務アプリ

サービス基盤サービス基盤

＜民間企業＞

利用者（住民）

開発

業務標準定義業務標準定義

IT標準定義IT標準定義

運用

システム運用システム運用

＜B自治体＞
サービス基盤サービス基盤

業務
ユニット

業務
ユニット

フロント系
業務ユニット

フロント系
業務ユニット

バック系
業務ユニット

バック系
業務ユニット

共通系
業務ユニット

共通系
業務ユニット

業務ユニット間インタフェース業務ユニット間インタフェース

道路データ河川データ
建物データ

・・・

地域情報プラットフォーム

統合型GISによる
共用空間データの整備

共用空間データ

地域情報プラットフォームにより
共用空間データを各情報システムで利活用

地域情報プラットフォームにおけるGISの位置づけ
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出典：内閣府HP「災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５４号）」

http://www.bousai.go.jp/taisaku/minaoshi/kihonhou_01.html

避難行動要支援者名簿

被災者台帳

G空間（位置情報）を活用して防災と自治体業務を連携した標準化検討
・番号制度では、防災分野への利活用もいわれています。
「地域情報プラットフォーム」に準拠した自治体業務システムとＧＩＳユニットを活用して、避難行動要支援者名簿や
被災者台帳の作成の標準化の検討に着手しており、Ｈ２６年度の標準仕様化を予定しています。
（Ｈ２５年度ドラフト版公開予定）

＜地域情報プラットフォームの災対法改正への取り組み＞

災害対策基本法における避難行動要支援者名簿と被災者台帳作成
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避難行動要支援者名簿の更新＜仕組みの例＞

① 新たに当該市町村に転入してきた要介護高齢
者、障害者等や、新たに要介護認定や障害認
定を受けた者のうち、避難行動要支援者に該
当する者を避難行動要支援者名簿に掲載する
とともに、新規に避難行動要支援者名簿に掲
載された者に対して、平常時から避難支援等
関係者に対して名簿情報を提供することにつ
いて同意の確認を行う。

② 転居や死亡等により、避難行動要支援者の異
動が住民登録の変更等により確認された場合
は、避難行動要支援者名簿から削除する。

（「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取
組指針」（H25.8, 内閣府）)

「市町村長は、被災者台帳の作成のため必
要があると認めるときは、関係地方公共団
体の長その他の者に対して、被災者に関す
る情報の提供を求めることができる。」（
災害対策基本法90条の3第4項）

「市町村長は、避難行動要支援者名簿の作
成のため必要があると認めるときは、関係
都道府県知事その他の者に対して、要配慮
者に関する情報の提供を求めることができ
る。」（災害対策基本法49条の10第4項）

「市町村長は、当該市町村に居住する要配
慮者のうち、避難行動要支援者の把握に務
めるとともに、避難支援等を実施するため
の基礎とする名簿（避難行動要支援者名簿
）を作成しておかなければならない。」（
災害対策基本法49条の10第1項）

避難行動要支援者名簿

の作成

要配慮者
の把握

避難行動要支援者名簿
の更新と情報の共有

被災者台帳の作成

「市町村長は、当該市町村の地域に係る災害
が発生した場合において、当該災害の被災者
の援護を総合的かつ効率的に実施するため必
要があると認めるときは、被災者の援護を実
施するための基礎とする台帳（被災者台帳）
を作成することができる。」（災害対策基本
法90条の3第1項）

被災者への援護の実施

＜関連事務等＞ ＜根拠法令等＞

計画
・

平常時準備

発災

事前避難等の対応実施
警戒期

緊急対策期
～

応急対策期
～

復旧・復興期

＜地プラ標準化検討の観点＞

既存ユニットと整合性を持った
データ項目

住民異動や要介護・障害者認定に
合わせたデータ連携による

名簿の適時更新

住民基本台帳と避難行動要支援者名
簿とのデータ連携による

効率的で漏れのない被災者台帳の作
成

地名辞典（GISユニット）を
活用した地域的な対象者の抽出

被災状況のデータ連携による
効率的で漏れのない減免措置等への

対応

番号法（別表第2）に基づく、
団体間でのデータ連携

災害対策基本法における避難行動要支援者名簿と被災者台帳作成の流れ
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【凡例】

【避難行動要支援者名簿、被災者台帳の作成・更新における地域情報プラットフォーム活用のメリット】
①各業務システム（ユニット）とのシームレスな情報連携により、避難行動要支援者名簿、被災者台帳を常に最新の状態に保つことが可能
②中間サーバー及び情報提供ネットワークシステムを介した、他の自治体との情報連携を容易に実現 【Ver 3.0】
（中間サーバー・ソフトウェアは、地域情報プラットフォームに準拠した既存システムとの接続性を考慮したものとなる予定であり、バージョン
アップにより接続可能）

地域情報PF IF
（既存）

地域情報PF IF
（新規検討）

【標準化検討の概要】
(1）業務の分析と標準的な業務の範囲等の検討。業務ユニット単位の確定
(2)地域情報PFによるデータ連携を考慮した、避難行動要支援者名簿、被災者台帳のデータ標準化
(3)避難行動要支援者名簿の随時更新を考慮したIFの標準化
(4)被災者台帳の迅速な作成を考慮したIFの標準化（団体間連携含む）

※IF検討にあたっては、SOAP連携を前提にしつつ、バッチ処理に対応する連携についても考慮

情
報
連
携
Ｎ
Ｗ
Ｓ

Ａ市

地名辞典
住民基本台帳 介護保険 障害者福祉

GISユニット 自治体業務アプリケーションユニット

中
間
サ
ー
バ
ー

地域情報PF
業務ユニット間IF

…

避難行動要支援者
名簿管理

被災者台帳
管理

他自治体

GIS自治体業務アプリケーションユニット

地域情報PF
業務ユニット間IF

…

被災者台帳 避難行動
要支援者名簿

中
間
サ
ー
バ
ー

住民
マイポータルを利用した、各種
申請や申請状況の確認

新規
ユニット化

地域情報プラットフォームによる標準化検討の概要
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地域情報
プラット
フォーム

障害者福祉
システム

業務データ

乳幼児医療
システム

業務データ

高齢者福祉
システム

業務データ

介護保険
システム

業務データ

統合
データ
ベース

ベースマップとの
重ね合わせ表示

日常業務で更新

要援護者情報
障害者情報

乳幼児情報

高齢者情報

要介護者情報

市民課
 

福祉課 介護課
  ・・・

要援護者の
所在地を容
易に視覚化

日常業務で蓄積された情報の位置に関する情報（住所）に
GISユニットの地名辞典を活用し
座標を付与することにより

地図上で情報を把握することが可能に！

・密集地域の対策は重
点的にしよう
・近くに支援者はいない
か？
・バリアフリーな避難経
路が確保できるか？

住所に座標を付与

GISDB

防災課
 

    

地理空間データ

地名辞典 地図データ

GIS共通サービス標準IF

GISユニット

フロント
連携

バック
連携

地域情報プラットフォームの防災利活用イメージ
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住民

・自治体内の業務システムとの情報連携による避難行動要支援者名簿の自動更新を想定
・避難行動要支援者名簿を作成し、避難支援関係者等と情報共有するユースケースを選定

市町村

被災者支援システム

介護保険

障害者福祉

住民異動届

≪避難行動要支援者名簿≫

更新情報の
集約・反映

避難支援関係者

避難支援情報

ＧＩＳ

【名簿作成後、想定される活用例】

・避難のための情報伝達
・避難行動要支援者の避難支援
・避難行動要支援者の安否確認の実施
・避難場所以降の避難行動要支援者
への対応

等

住民基本台帳

内閣府「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成25年8月）等を参考にして作成

避難行動要支援者名簿に関する情報連携とユースケース

避難行動要支援者
登録完了通知

避難行動要支援者
登録申請書

認定

状況把握
※１

審査

各種申請

避難所情報

各種申請

・消防
・警察
・民生委員 等

避難行動要支援者
分布図

避難行動要支援者
分布図

避難行動要支援者
名簿

…
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被災者台帳整備のメリット 内閣府防災担当資料
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被災者台帳整備による被災者支援の迅速化

内閣府防災担当資料
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住民

・自治体内の業務システム及び情報提供ネットワークシステムを介した他の自治体との情報連携を想定
・住民からの申請に基づき、罹災証明書を発行するユースケースを選定

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

市町村（被災地）

被災者支援システム
住基ネット

・本人確認情報

市町村

母子保健

照会応答

・災害救助法による救助に関する情報

都道府県

被災者支援

照会応答

障害者福祉

照会応答

・障害者関係情報

介護保険

・介護保険給付関係情報

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に
よる入院措置に関する情報

・母子保健法による妊娠の届出に関する情報

介護保険

照会応答
・介護保険給付関係情報

特別児童扶養手当

照会応答
・特別児童扶養手当関係情報

障害者福祉

照会応答
・注１ ・注２ ・注３

障害者福祉

・注１ ・注２ ・注３

・災害救助法による救助に関する情報
被災者支援

照会応答

・精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律による入院措置に関する情報

母子保健

・母子保健法による妊娠の届出に
関する情報

・注１ ・注２ ・注３

・障害者関係情報

・児童福祉法による障害児通所支援
に関する情報

注１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の
支給に関する情報

注２ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手
当又は昭和六十年法律第三十四号附則第九十七条第一項の福祉手当の支給に関する情報

注３ 児童福祉法による障害児入所支援若しくは措置（同法第二十七条第一項第三号又は
第二項の措置をいう。）に関する情報

※１ 状況把握は、市町村職員による被害認定調査後の被災者台帳情報の登録、必要情報
の収集に係る事務を指す。

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
による入院措置に関する情報

・障害者関係情報

・児童福祉法による障害児通所支援に関する 情報

罹災証明書

罹災証明書
発行申請

≪被災者台帳≫

認定

固定資産税

状況把握
※１

情報保有機関
（病院等）

避難所

避難者名簿

ＧＩＳ

・地理空間情報

・課税台帳（家屋情報）

【台帳作成後、想定される各種申請例】

・被災者再建支援制度に基づく申請
・義援金の申請
・個人住民税の減免申請
・国民健康保険証関連の申請
（減免・再発行）

・後期高齢者医療保険料関連の申請
（減免・再発行）
・介護保険証関連の申請
（減免・再発行）
・受給者証の再発行申請

等

被災者台帳に関する情報連携とユースケース

避難行動
要支援者名簿

連携

住民基本台帳・住基情報

総務省「バックオフィス連携による情報連携推進事業」を参考にして作成

審査
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地域情報プラットフォームの防災適用事例
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県、市町がFUJISANに入力した以下の4つ

の情報については、総務省の災害情報共有シ

ステム『Lアラート』を介してテレビ、ラジオなどのマ

スメディアに配信しています。

１ 県･市町本部設置状況

２ 避難所開設状況

３ 避難勧告、避難指示

４ 被害総括情報

また、『避難勧告、避難指示』はFUJISANか

ら携帯電話会社の『緊急速報メール（エリアメ

ール）』に配信することができ、県民のみならず

旅行者等を含めた『静岡県にいる人々』に速や

かに情報を配信しています。

その他、県のホームページ等でも情報の配信

を行い、様々な方法で情報配信を行っていま

す。

南海トラフ地震等の広域災害において、災害対策を進め

るうえでは県、市町のみならず自衛隊、警察、消防等の防

災関係機関、さらにはライフライン関係会社等との情報の共

有が重要です。

県では、迅速に被害情報を収集し、市町・防災関係機

関、ライフライン関係会社等と情報共有するため、「ふじのく

に防災情報共有システム」（「FUJISAN」ふじさん）を構

築しました。

県内の多くの範囲で震度５強以上の地震が予測される

ため、クラウドコンピューティングを利用して情報処理を行うサ

ーバーを県外に設置することで、災害に強く、広域災害時に

も使用できるシステムを目指しています。

また、クラウド（インターネット）に接続すればいつでも、ど

こにいても、専用のソフトウェアを用いることなく利用すること

ができるシステムになっています。

収集した情報をも
とに、テレビや携帯
電話に迅速に『避
難勧告・避難指示
』を配信することがで
きます。
同報無線が聞こ
えにくい場合に有効
です。

市町本部

•Lアラートから取得した情

報が、テレビ（データ放送

）で表示。

•緊急速報メール配信

•県のホームページ

県対策本部

L ア ラ ー ト

平成21年8月11日の駿河湾を震源とする地震の発災直後に設置

された災害対策本部の様子

県では市町、防災関係機関、ライフライン関係会社等と情報を共

有することにより、被害状況の早期把握ができます。

システムメイン画面

避難所、救護所、ヘリポート、災害拠点病院、救護病院等の基礎デ

ータをデータベース化し、可視化しています。発災時には開設状況や利

用可能情報などが掲載されます。

防災情報共有データベース

携帯電話やスマートフォ

ンで災害情報を入力で

きます。

容易な情報収集

アイコンを色で種類分けしています。項目も取捨選択でき、とっさ

の時でも利用しやすいようにしています。

災害に関する様々なデータを、電子地図（GIS)上

に表示して「可視化」することにより、土地勘がない

人や災害対応の経験が少ない人でも容易に災害

の状況が把握ができるようになりました。

共有された情報は、一覧表の他、利用方法に応じて表示が可能です。

GISでの可視化

地域情報プラットフォームの事例
～ふじのくに防災情報共有システム（静岡県）～

インターネットを活用して
市町や関係機関とすばやい情報共有を図ります

被害情報収集画面
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G空間防災システムとLアラートの連携推進事業

「防災クラウド情報システムの標準策定事業」
（実施地域：宮崎県、都城市、延岡市）

災害への一次対応段階をシステム化し、情報をデジタル化することが重要

県防災システムへの
入力が２度手間
（負担増）

現場対応上、県への
情報報告に要時間

庁内でクローズ、現
場で入力確認不可

全国的課題では!

宮崎における防災システム利用上の課題 ：県防災システムを導入したが、 市町村はエクセルや独自システムで災害情報を管理

災害への一次対応段階をシステム化し、情報をデジタル化することが重要

県防災システムへの
入力が２度手間
（負担増）

現場対応上、県への
情報報告に要時間

庁内でクローズ、現
場で入力確認不可

全国的課題では!

宮崎における防災システム利用上の課題 ：県防災システムを導入したが、 市町村はエクセルや独自システムで災害情報を管理



防災クラウド情報システムの概要

クラウドで
自動集計・編集・共有

市の災害対応
状況を入力

③クロノロジーとGISが連
携した災害情報管理

④1件1件の情報を自動集計
⑥エクセルに出力
し適宜編集可能

⑤各自治体の情報が自動集計さ
れ県と共有

①防災情報システムをクラウド一括型で準備
し、都道府県から市町村まで幅広く利用可能

②Lアラートとダイレクト接続。気象情報を自動
収集し、自治体から災害情報を発信（自動化）

⑦気象情報を自
動分析し、警報
以上は職員に自
動メール配信

本事業は災害にかかわる情報の集計・分析・共有・発信の遅延が甚大な被害をもたらす現状を踏まえ、
平成26年度総務省補正事業として、Lアラートと連携した防災情報クラウドシステムの標準案を作成、
システムを構築、宮崎県をフィールドとして実証するもの。

事業内容



参考：システム画面（使い勝手のいい、入力負担を軽減するWebデザイン）

防災クラウドトップ画面
全ての機能ボタンをトップ画面に配し（ハブ型デザイン）、クロノロジー（タイムライン
、時系列表）とGISを連携させ、情報の視認性・一覧性を確保

凡例やボタンなど随所に
アフォーダンスデザインを
採用

避難所情報画面

自動入力、選択入力を多用し
、極力入力負担を軽減
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実証終了以降の取組内容

本実証の成果を活かし、システム標準仕様案を作成。

システム標準仕様案の作成に際しては、本実証期間を通じてコンソーシアムの一員であるAPPLICの協力を
得つつ情報共有。

本実証において

本実証において作成したシステム標準仕様案をベースとし、APPLICの技術専門委員会等において協議を
行い、既存のAPPLIC防災情報共有ユニット標準仕様（現ver1.2）の拡充を図ったシステム標準仕様を確
定する予定。

本実証終了後

「システム標準仕様」、及び本実証で構築した「防災クラウド情報システム」の全国への普及展開を推進。

推進に際しては、本事業にコンソーシアムと一体的に取り組んだ株式会社ハレックス（気象情報を活用した
防災・減災コンサルティングサービスを提供）がAPPLICに協力し、地方公共団体（職員）向けの災害対応
業務・防災訓練計画や防災クラウド情報システムの活用等に係るアドバイスやお試しコンサル、セミナー等を提
供する予定。

システム標準仕様確定後 ⇒ システム標準仕様及びシステムの全国への普及展開
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ご清聴ありがとうございました


